
 

少年法の一部を改正する法律案に反対する会長声明 

 

 政府は，２０２１年（令和３年）２月１９日，少年法の一部を改正する法律案（以下「本

改正案」という。）を通常国会に提出した。 
 本改正案は，満１８歳ないし満１９歳の者を「特定少年」として満１８歳未満の少年と

区別しつつも，少年法の適用対象であるとし，家庭裁判所への全件送致の原則は維持する

など，「少年の健全な育成」を期すという従来の少年法の理念の枠組みの中で処遇しよう

とした姿勢はみられた。 
当会では，２０１５年（平成２７年）８月１１日には「少年法の適用年齢の引き下げに

反対する会長声明」を発出したが，これは未だ十分に成熟しているとはいえない一方，可

塑性を備えている若年者の処遇に当たっては，犯情の軽重のみに囚われることなく，その

者の置かれた環境要因まで目を配った要保護性の観点を重視し，ときには後見的な態度で

臨む保護処分こそが，その者の真の更生に資するものであり，社会のためでもあることが，

これまでの少年法の運用実績からも明らかだからである。 
 その意味で，民法の成人年齢引き下げと直接連動させることなく「特定少年」を少年法

の適用対象とした姿勢そのものについては，一定の評価をすることができる。 
しかし，本改正案の具体的な内容を個別に検討すると，下記で述べる諸問題において，

「特定少年」につき実質的には少年法の理念が骨抜きにされるおそれが強く，改悪と評価

せざるを得ない面を多く有している。 
 

１ 第１の問題点は，特定少年の原則逆送事件の範囲について「死刑または無期若しくは

短期一年以上の懲役・禁錮に当たる罪の事件」にまで極端に大幅に拡大させている点で

ある。 
  現行法では満１６歳以上の少年が故意に被害者を死亡させた事件を原則逆送の事件と

しているが，少年事件の絶対数が減少している中，その範囲を上記のとおり大幅に拡大

しなければならないような立法事実は存在しない。 
  特に，拡大対象となる罪には強盗罪も含まれる。強盗罪には窃盗と暴行の併合罪に近

い類型もあり犯情の幅が極めて広いにもかかわらず，そのような類型も含めたすべてを

原則逆送としてしまえば，保護観察や少年院送致など，少年の要保護性に重点を置いて

可塑性に訴える処遇を行うことができず，少年の更生や再犯防止にとって却って逆効果

となりかねない。 

 

２ 第２の問題点は，家庭裁判所の処分を「犯情の軽重を考慮して相当な限度を超えない

範囲内で行う」として，保護処分の選択基準につき犯情の軽重のみを当該条項における

一次的な考慮要素として挙げた点である。 
  これは，一見すると当然のことを規定したようにもみえる。しかし，少年法の理念は

要保護性の視点を抜きには語れない。要保護性の視点を欠けば，犯情の軽重のみに囚わ

れないきめ細やかな要保護性の調査検討を経た個別具体的な処遇の機会を失わせること

になる。 
 



 

３ 第３の問題点は，特定少年については「ぐ犯」を保護処分の対象外とした点である。 

  未成熟な若年者は，虐待や貧困などにより社会的に弱い立場におかれた結果，周囲の

交友環境等に影響されて非行に及ぶこともある。しかし，ぐ犯を保護処分の対象外にし

てしまえば，環境的な要因で犯罪を行う一歩手前まで来てしまった若年者を保護処分の

対象にできず，援助の手を差し伸べる機会を取りこぼしてしまうことになりかねない。 
 

４ 第４の問題点は，逆送された「特定少年」に，少年法の定める刑事事件に関する特例

が適用されない点である。 

  勾留要件の加重，他の被疑者・被告人との取扱いの分離，２０歳以上の者との収容の

分離，不定期刑，労役場留置の禁止，２０歳以上の者との懲役・禁錮の執行の分離，早

期の仮釈放・仮釈放期間の終了，資格制限の緩和といった少年法の定める特例は，若年

者の未成熟，可塑性に配慮した，正に少年法の理念を実体化する規定である。特定少年

を少年法の適用対象とする以上，その適用を排除するのは背理である。 

 

５ 第５の問題点は，特定少年が公判請求された場合には，推知報道の禁止を解除すると

している点である。 

  現代社会では，いわゆるＳＮＳ等によりひとたび情報が発信されてしまうと事後的に

その情報を抹消することはほぼ不可能であり，報道された者にはいつまで経っても過去

の犯罪を理由に社会的に不利益な扱いを受ける危険性が残ることになる。これではせっ

かく更生の道を歩み始めた若年者の意欲を削ぐこととなり，少年法の理念が水泡に帰し

てしまうことになりかねない。特定少年についても推知報道の禁止は堅持されるべきで

ある。 
 

 以上のとおり，本改正案には若年者の更生について無視できない悪影響を及ぼす重大な

問題点が多数ある。よって，当会は，本改正案に強く反対する。 
                                      以上 
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